
平成２９年度 普通交付税の算定結果
（ 財源不足団体 ）

（単位：億円、％）

（注） １ （ ）書きは、臨時財政対策債分を含めた場合の計数である。
２ 平成２９年度の財源不足団体について、対前年度（当初算定）との伸率を算出している。

なお、交付基準額及び普通交付税額については、前年度（当初算定）の実績に対する伸率
である。

３ 交付基準額と普通交付税額との差額は調整額である。
４ 表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値の計と合計は一致しない。

区 分
道 府 県 分 市 町 村 分

平成２９年度 対前年度伸率 平成２９年度 対前年度伸率

基

準

財

政

需

要

額

個別算定経費
(c、d、e、f除き） a １６５，３６３ △４．１ １７６，１６２ ５．７

包括算定経費 b １３，２４０ △４．５ ２５，０５４ △３．３

地 域 経 済 ・

雇 用 対 策 費
c ５５５ △４３．０ ７０７ △４３．７

地 域 の 元 気
創 造 事 業 費 d ９０７ ０．１ ２，７４４ ０．２

人口減少等特
別対策事業費 e １，８９３ △０．３ ３，６９１ △０．２

公 債 費 等 f ３３，７９０ １．６ ２８，０１５ ０．０

臨時財政対策
債振替相当額 g ２２，１７５ ２．２ １８，２７８ １３．０

合 計

( a + b + c + d + e

+ ｆ - g )

h
（２１５，７４７）

１９３，５７２

（△３．４）

△４．０

（２３６，３７３）

２１８，０９６

（３．５）

２．８

基準財政収入額 １１０，８９５ △４．３ １４６，９４８ ４．５

交 付 基 準 額 ８２，６７７ △３．６ ７１，１４８ △０．６

普 通 交 付 税 額
（１０４，６９９）

８２，５２４

（△２．４）

△３．６

（８９，２５４）

７０，９７７

（１．９）

△０．６

１ 基準財政需要額、基準財政収入額、普通交付税額

２



区分 道 府 県 分 市 町 村 分

基

準

財

政

需

要

額

増
要
因

• 社会保障関係費 （子どものた

めの教育・保育給付費負担金、

介護給付費負担金等）

• 臨時財政対策債償還費

• 教職員給与費（道府県から指

定都市への移譲に伴うもの）

• 社会保障関係費 （子どもの

ための教育・保育給付費、介

護給付費負担金等）

• 臨時財政対策債償還費

減

要
因

• 教職員給与費（道府県から指

定都市への移譲に伴うもの）

• 地方財政計画の歳出特別枠

（地域経済基盤強化・雇用等

対策費）の見直し

• 地方財政計画の歳出特別枠

（地域経済基盤強化・雇用等

対策費）の見直し

基
準
財
政
収
入
額

増
要
因

• 道府県民税法人税割、法人

事業税

• 道府県民税所得割臨時交付

金等（道府県から指定都市

への税源移譲に伴うもの）

• 市町村民税所得割

• 固定資産税

減
要
因

• 道府県民税所得割（道府県か

ら指定都市への税源移譲に

伴うもの）

• 地方消費税

• 地方消費税交付金

２ 算定結果の特徴

道府県分及び市町村分の基準財政需要額、基準財政収入額の主な増減要因は、
次のとおりである。

３



３ 主な算定方法の改正点

４

１ 「まち・ひと・しごと創生事業費」に係る算定

（１ 「取組の成果」に応じた算定へのシフト）

人口減少等特別対策事業費においては「取組の必要度」から「取組の成果」

に応じた算定へ、地域の元気創造事業費においては「行革努力分」から「地域

経済活性化分」の算定へ、それぞれ３３０億円シフト （それぞれ平成２９年度。

から３年間かけて１，０００億円シフトする予定 ）。

人口減少等特別対策事業費 地域の元気創造事業費年度

地域経済活性化分取組の必要度 取組の成果 行革努力分

5,000億円 1,000億円 3,000億円 900億円平成28年度 A

4,670億円 1,330億円 2,670億円 1,230億円平成29年度 B

△330億円 +330億円 △330億円 +330億円B-A

※特別交付税１００億円程度を除く

（２）条件不利地域等への配慮

・ 過疎地域自立促進特別措置法等の条件不利地域に係る法律の対象となってい

る地方団体等における算定額の割増。

・ 人口増減率等の指標について、政令市及び中核市、都市、町村ごとに改善度

合を比較することで成果を反映。

（３）地方版総合戦略の状況を踏まえた指標の見直し

・ 出産、子育て関係（道府県分・市町村分 ： 自然増減率」→「出生率」）「

・ 観光関係（道府県分 ：）

「延べ宿泊者数」→「日本人延べ宿泊者数」及び「外国人延べ宿泊者数」

２ 一億総活躍社会関連施策に係る算定

「 ニッポン一億総活躍プラン」に基づく保育士や介護人材等の処遇改善の事「

業費」の地方負担（９６１億円）を算定。

・ 保育士等の処遇改善（社会福祉費等 ：５５４億円）

・ 介護人材・障害者福祉人材の処遇改善（高齢者保健福祉費等 ：４０７億円）



５

３ 教職員給与費の道府県から指定都市への移譲に係る算定

教職員給与費の道府県から指定都市への移譲が円滑に行われるよ

う、基準財政需要額と基準財政収入額の算定を通じ、移譲に係る標準

（ 。）的な経費の全額を税源移譲及び普通交付税 臨時財政対策債を含む

により措置。

（指定都市算定額）

教職員給与費に係る 税源移譲に係る 算定額

（臨時財政対策債分含む ）基準財政需要額 基準財政収入額 。

Ａ－ＢＡ Ｂ

8,810億円 5,616億円 3,194億円

４ その他

・ トップランナー方式（平成２８年度から１６業務に導入）につ

いて、新たに、青少年教育施設管理及び公立大学運営の２業務を

追加。

・ 平成の合併により市町村の面積が拡大する等市町村の姿が大き

く変化したことを踏まえた算定（平成２６年度から５年程度の期

間をかけて見直し）について、その他の教育費、地域振興費等に

おいて、人口密度による需要の割増し等の見直しを実施。



６

道    府    県    分 市    町    村    分

北海道 1,116,360 495,618 620,743 619,862 1,409,536 666,100 743,436 742,324

青  森 327,518 113,051 214,467 214,209 309,612 130,196 179,415 179,171

岩  手 337,290 123,186 214,104 213,838 316,755 142,419 174,336 174,086

宮  城 361,310 228,396 132,914 132,629 479,987 319,809 160,178 159,799

秋  田 280,051 87,039 193,012 192,791 277,977 105,878 172,100 171,880

山  形 278,209 100,744 177,465 177,245 255,353 120,101 135,252 135,051

福  島 391,481 210,687 180,794 180,485 408,161 237,172 170,989 170,667

茨  城 490,699 318,523 172,176 171,789 467,916 325,124 142,792 142,423

栃  木 341,433 221,563 119,870 119,601 339,120 263,729 75,391 75,144

群  馬 342,959 225,840 117,119 116,848 332,569 229,950 102,618 102,356

埼  玉 873,227 669,288 203,939 203,250 1,035,205 901,584 133,621 132,804

千  葉 775,737 603,403 172,334 171,722 791,230 651,158 140,072 139,448

東  京 1,990,854 2,372,239 - - 403,521 357,436 46,085 45,767

神奈川 925,402 832,499 92,903 92,173 1,424,880 1,355,067 69,812 68,728

新  潟 455,364 208,957 246,406 246,047 541,011 294,696 246,315 245,888

富  山 243,346 116,186 127,160 126,968 219,018 144,094 74,924 74,752

石  川 249,447 126,341 123,106 122,909 243,301 152,777 90,524 90,332

福  井 213,012 86,477 126,535 126,367 156,847 100,786 56,061 55,937

山  梨 216,953 90,748 126,206 126,035 182,074 98,404 83,669 83,526

長  野 412,216 214,334 197,883 197,557 482,399 257,472 224,928 224,547

岐  阜 377,669 206,259 171,410 171,112 398,181 257,915 140,266 139,952

静  岡 528,398 384,104 144,294 143,877 584,215 491,484 92,732 92,271

愛  知 1,006,816 934,938 71,877 71,083 980,471 900,382 80,089 79,315

三  重 339,198 201,472 137,725 137,458 301,172 189,264 111,908 111,670

滋  賀 263,250 149,446 113,804 113,596 258,624 183,408 75,216 75,012

京  都 388,321 222,010 166,310 166,004 515,264 358,935 156,329 155,922

大  阪 1,155,156 910,455 244,701 243,789 1,579,867 1,316,001 263,866 262,620

兵  庫 814,876 518,186 296,690 296,047 1,047,802 775,048 272,754 271,927

奈  良 267,062 112,482 154,580 154,369 254,033 147,275 106,758 106,558

和歌山 252,510 82,135 170,375 170,176 217,258 109,307 107,951 107,780

鳥  取 184,067 50,069 133,998 133,853 141,089 60,235 80,855 80,743

島  根 242,541 62,338 180,203 180,011 206,551 77,451 129,100 128,937

岡  山 331,181 173,712 157,468 157,207 427,102 264,187 162,915 162,578

広  島 441,807 273,327 168,480 168,131 571,414 385,181 186,233 185,782

山  口 308,472 141,437 167,036 166,793 289,001 168,068 120,933 120,705

徳  島 216,816 70,109 146,706 146,535 172,377 89,004 83,373 83,237

香  川 210,958 103,201 107,757 107,591 193,639 121,672 71,967 71,814

愛  媛 291,576 126,424 165,152 164,922 298,893 163,271 135,622 135,386

高  知 231,265 62,326 168,939 168,757 194,301 78,131 116,171 116,017

福  岡 701,989 451,549 250,440 249,886 992,805 680,309 312,497 311,713

佐  賀 219,211 75,363 143,847 143,674 178,628 91,427 87,200 87,059

長  崎 330,062 110,801 219,261 219,001 325,693 141,481 184,212 183,955

熊  本 346,187 139,203 206,984 206,711 416,392 205,673 210,718 210,390

大  分 275,574 106,812 168,762 168,544 258,386 136,874 121,512 121,309

宮  崎 278,061 95,466 182,596 182,377 244,462 118,535 125,927 125,734

鹿児島 404,948 140,011 264,936 264,617 405,467 178,067 227,400 227,080

沖  縄 317,256 113,021 204,235 203,985 280,000 152,234 127,766 127,545

合  計 21,348,099 13,461,779 8,267,705 8,252,434 21,809,557 14,694,770 7,114,787 7,097,641

　（注）１．市町村分については、財源不足団体分を記載している。

　　　　２．表示単位未満を四捨五入しているため、各都道府県の単純合計と合計欄は一致しない。

普通交付税額

平成２９年度　普通交付税交付額

（単位：百万円）

都　道
府　県 基準財政需要額 基準財政収入額 財源不足額 普通交付税額 基準財政需要額 基準財政収入額 財源不足額


